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虐待対応として取り
組む必要がない場合 

 1 養護者による高齢者虐待への対応フロー  

虐待を受けたと思われる 
高齢者を発見した者 

虐待を受けた 
高齢者 高齢者・養護者 

通
報 

 

届
出 

 

相
談 

市町村等の高齢者虐待対応窓口 
（受付記録の作成） 

コアメンバー会議 
≪コアメンバー≫ 

虐待（人格尊重義務違反）の有無の判断・緊急性の判断 
 

高齢者の安全確認、事実確認 
（※児童虐待においては 48 時間以内とされています。） 
 ○関連機関等から情報収集      
 ○訪問調査による高齢者、養護者等の状況把握 

虐待対応ケース会議（事例分析） 
≪コアメンバー、事例対応メンバー、専門家チーム≫ 

援助方針、支援内容、各機関の役割、主担当者、連絡体制等を決定 
（会議録、決定内容等の作成、責任者の確認） 

【より積極的な介入が必要と判断され

た場合】 
○養護者との分離を検討（入院・措置入

所） 
※生命や身体に関わる危険性が高く、放

置しておくと重大な結果を招くおそ

れが予測される場合、あるいは保管方

法では虐待の軽減が期待できない場

合など 

定期的な訪問等によるモニタリング 

ケース会議による評価～援助方針、内容、各機関の役割の再検討 
（会議録、決定内容等の作成、責任者の確認） 

虐待対応の終結の判断<<コアメンバー>> 

【虐待の解消に必要な支援の検討】 

○継続した見守りと予防的な支援 
○ケアプランの見直し 
○社会資源の活用による支援 
○介護技術等の情報提供 
○問題に応じた専門機関による支援 

関係機関・関係者による援助の実施 

生
命
や
身
体
に
関
わ
る

危
険
が
大
き
い
と
き 

警察、医療機関、

その他関連機関

への連絡・調整 

入院・保護 

苦情処理窓口

関係機関へ 

立入調査 
○（必要に応じて）警察

への援助要請 
○高齢者の安全確認 
○養護者等の状況把握 
○緊急性の判断→入院、

一時保護 
○調査報告書の作成 

【適切な権限の行使】 

養護者の負担軽減に向けた

相談・指導・助言、その他

必要な措置 

（事実確認後速やかに招集） 

【

見

極

め

】 

老人福祉法による措置 

○ショートステイ 

○特別養護老人ホーム 

入所 

成年後見の申立 

○家庭裁判所への後見

等開始の審判の請求 

・権利擁護対応 

・包括的・継続的ケアマ
ネジメント 

・関係機関への引継ぎ等 

初動段階の評

価会議 

対応段階の評

価会議 
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２ 養護者による高齢者虐待への対応 

（１）相談・通報・届出 

 

 ア 虐待の相談・通報受理 

本人・家族や親族等からの相談や通報は、虐待発見のための大きな情報です。 

しかし、最初の対応を誤ると、虐待把握の機会を逸してしまったり、後の調査や

介入が困難となってしまうこととなりますので、慎重かつ丁寧に相手の相談した

い内容を引き出しながら対応する必要があります。 

   

 イ 相談を受ける際の基本的姿勢・留意点 

（ア）本人がどのようなことを訴え、相談しているのか、困っていることはなに

か、どのようにして欲しいと考えているのかを中心に「誠心誠意傾聴する」

ことが大切です。 

 

  （イ）必要な情報を一度で聞きとるのは難しい場合もあります。聞き取り調査を 

されたという印象になってしまっては、次に続きません。「十分に聞いてもら

えた。」と思われる相談となるよう心がけることが大切です。 

 

（ウ）通報者や相談者、被虐待者、虐待者等の氏名や住所を聞き出すことは、虐

待を把握し対応していく上で大変重要ですが、無理に聞こうとすると、相談

をやめてしまい、虐待把握が困難となってしまう恐れがあります。匿名のと

きや関係性を伏せている場合は、無理に聞き出すことは避け、信頼関係を築

いて自主的に話してくれるような状況を作ることが大切です。 

 

（エ）相談した内容を当事者に知られては困るのか、知られてもかまわないのか、 

知らせてすぐに対応することを望んでいるのか、一人ひとり実情は違います

ので、その後の訪問調査や対応を進める際に相談者のプライバシーを侵害し

ないよう、相談者の意向をよく汲んでおく必要があります。 

 

（オ）虐待者と被虐待者のどちらが悪いのかを、はっきりさせることが必要なの

ではありません。虐待者自身が介護疲れ等により、支援を必要としている場

合も考えられます。その家庭が抱えている問題は何なのか、どうしたら解決

につながるかを客観的に考える必要があります。 

  

 ウ 相談・通報受理時の確認事項 

   相談・通報の受理時の主な確認事項は、次のとおりです。 

   

（ア）届出者・通報者・相談者 

誰からの相談であるかによって、今後の支援の方向性や介入方法が違って

くる場合がありますので、本人とどのような関係にある人なのかを確認しま

す。届出者・通報者・相談者別の留意事項等は次のとおりです。 
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ａ 本人からの届出・相談の場合 

どのような意図があっての届出・相談か、相談してきた思いや訴えてい

る内容を受け止め、支援の方向性を検討していきます。 
   

    ｂ 養護者からの相談の場合 

養護者からの相談では、何とかしたいという思いで助けを求めて相談し

ていることが考えられます。過去の問題や、高齢者との関係、介護の負担

を考え、介護している背景を洞察しながら支援の方向性を検討します。ど

うしたいと考えているのか、養護者の気持ちをしっかり受け止めることが

重要です。 
     

ｃ 親族からの通報・相談の場合 

高齢者や養護者とどのような関係にある親族なのかにより、支援の方向

性が変わってくることがあります。事実の確認を基本として、プライバシ

ーを守りつつ、できるだけ詳しい状況を把握するよう心がけます。 
  

   ｄ 近隣住民からの通報・相談の場合   

誰とどのような関係の人なのか（虐待者の友人なのか、被虐待者の知り

合いなのか）を把握することが必要です。場合によっては、養護者を一方

的に責める傾向がありますので、十分注意した対応が必要となります。 

 

（イ）被虐待者の氏名・住所等 

電話による通報又は相談で虐待を把握するためには、名前や住所を聞くこ

とが必要です。 

関わってほしい意思がはっきりしている場合は、名乗ることが多いと思わ

れますが、「現状を聞いて欲しい」「気持ちをわかって欲しい」というような

場合は、名前を聞くことにより、話を閉ざしてしまうことがあるので、タイ

ミングよく聞くことが大切です。  

 

（ウ）被虐待者の認知症の状況 

高齢者に認知症がある場合には、被害的な言動が本人の疾病から来る症状

であることもあるため、日ごろの生活状況について丁寧に聞き、認知症の有

無、程度等を客観的に判断します。ただし、認知症でない場合もあるので、

決めつけた対応はしないように気をつける必要があります。  

   

（エ）ADLの状況 

被虐待者の日常生活動作の能力がどの程度であるかの確認をします。ADL

（日常生活動作）の状況を聞くことによって、身の危険を感じたとき、自分 

の足で逃げられるかということや、誰かに SOS を出せるかなどの状況も把握

します。 

 

（オ）受診状況・受診機関 

病院に受診しているのであれば、病名と受診機関を確認します。医師は、- 36 -



診察を通じ、虐待を確認しやすい立場にいますので、連携することにより、

客観的な情報を得やすくなります。 

 

（カ）介護保険申請状況、介護支援専門員、サービス利用状況等 

介護保険の認定申請やサービス利用等がされていれば、介入の手がかりと

なるとともに、関係者から客観的情報を得られやすいので、会話の中で確認

ができるよう努めます。 

 

（キ）養護者等 

虐待をしている者は誰なのか、被虐待者とどのような関係にあるかを聞き

出すことは重要です。同居か別居か、養護者であるのか。また、虐待者の状

態として疾病、生活状況、経済状況、性格、職業などを聞きながら、過去も

含めて相互の関係性を知ることで支援の足がかりとなることもあるので、丁

寧に聞くよう努めます。   

 

（ク）家族関係、世帯構成等 

世帯構成やその他の親族の状況及び虐待者、被虐待者との関係等について、

わかる範囲で聞きます。キーパーソンとなる可能性のある人を模索しながら

聞くことが大切です。 

 

（ケ）相談内容 

どのような虐待の内容で程度や頻度はどうなのかなど、虐待の状況につい

て丁寧に詳しく聞きます。緊急性があると思われる場合は、直ちに訪問調査

を行う必要がありますので、生命の危険性や医療の必要性等について意識し

ながら聞く必要があります。 

 

エ 相談・通報内容の記録 

   相談・通報等があった場合に要領よく対応することができるよう、また、聞き

もれなどが生じないようにするため、高齢者虐待相談票を準備しておくことが望

まれます。次ページ参照。（様式は資料編 P45） 
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高 齢 者 虐 待 相 談 票（記載例） 対応 電話 ・ 来所 ・ 訪問 

相 談 日 時   ○○年 ○月 ○○日（○）   ○○時○○分～○○時○○分 

相 談 者 
デイサービスセンター 

□□□□□ 

本人との関係 サービス提供機関 

連 絡 先 △△△－△△△△ 

被 虐 待 者 

氏 名 

  

○○ ○○ 
性
別 

（男・○女） 生年月日 
M ・T・ ○S  

○○年○月○○日（○○歳） 

被 虐 待 者 

住   所 
○○市○○○□‐□□‐□ 電話番号 自宅 ○○○‐○○○○ 

被 虐 待 者 の 

認知症の状況 
正常 ・ Ⅰ ・ Ⅱa ・ Ⅱb  

Ⅲa ・ Ⅲb ・ ○Ⅳ・ Ｍ ・ 不明 

被 虐 待 者

のADL状況 
正常 ・J1・J2・A1・A2 

B1･ B2 ･ C1 ･ ○C2 ･ 不明 

受 診 状 況 

（ 病 名 ） 
○○○○○ 受診機関 ○○○医院 

介護保険の 

申請の有無 

有・○無 

介護度（ 3 ） 

ケアマネ－

ジャー 

□□□□ 

◇◇◇◇CM 

サービ 

ス利用 

状況 

訪問介護 

11:00-13:00 

ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ 火 

訪問看護 金 9/7～ 

虐 待 者 
夫  □□ 

（○○歳） 
家族関係・ 
経済状況等 

特 記 事 項 

 

 

生活保護受給 

世
帯
構
成 

 

虐待の状態 
身体的虐待 

心理的虐待 

相 談 内 容 
① 11/5(水)10:00 デイサービスセンター｢□□□□□｣より、｢デイの利用者が虐待を受けている

様子｣との相談が入る。 

・ 虐待者の夫はアルコール依存症の様子。 

・ 顔面や上半身に内出血やあざ、左手には火傷もみられる（火傷はデイサービスで処置）。 

・ 在宅介護支援センター○○○の相談履歴からも、□□町居住時から虐待が行われていた。 

・ 地区担当の△△民生委員さんも、関わってくれている。 

・ 夫との二人暮らし、生活保護世帯。 

②11/5(水)11:30～デイサービスセンター｢□□□□□｣訪問（高齢福祉課□□ケースワーカー同行） 

 【◇◇施設長と☆☆職員からの聴取り】 

・ 令和 5年 10 月朝 8 時頃、突然 Tシャツ姿、便失禁をしている状態で、助けてほしい様子で

来所。夜勤職員が自宅まで送り届ける。 

・ 夫はアルコール依存症、酒乱、入墨も入っている。 

・ 警察や社会福祉課にも相談を入れている。担当ケアマネの◇◇氏も市に相談している。 

・ △△民生委員も食事の支度に時々訪問している。 

・ 毎日ヘルパーが訪問しているようだが、特定のヘルパーでなければ受け入れない。 

・ ◇◇ケアマネが入所を勧めると、夫は｢妻が入所すると自分も入所させられる｣と拒否。 

・ 左手第 2 指熱傷は数日経っている様子で化膿している（デイサービス職員が処置）。 

・ 顔面や体に虐待と思われるようなあざや内出血の瘢痕がある。 

・ 本人の娘の関わりはあるらしい。 

・ 本人 C型肝炎(+) 

【本人への面接調査】 ⇒調査票に記載 

 

対  応 
 11/14(金) 16：00～ケースカンファレンス開催予定 

 開催目的：関係者間の情報の共有化(情報収集)と在宅支援体制(ネットワーク・緊急連絡網等)の

整備、当面の処遇方針の決定。 

対 応 者   ○○○○○ 

   相談受理機関（ ○○○○○    ） 

× 
× 
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（２）事実確認、虐待の有無の判断、緊急性の判断 

 

 ア 調査の実施 

 通報や相談、または自機関の気づきにより、虐待を発見したときは、直ちに 

調査を行います。なお、調査実施の際は、高齢者虐待発見チェックリスト等を 

現場に持参することが望ましいです。 
 

 （ア）調査項目（高齢者虐待調査票：様式は資料編 P46～47） 

虐待のケースにおける調査項目は、高齢者虐待相談票等の項目に次の項目を加

える必要があります。 
 

a 本人の状況 

  経歴・職歴、過去のトラブル 

本人の「過去（経歴・職歴、過去のトラブル等）」も虐待要因の把握や解決の 

糸口となる重要な情報となります。 

 

b 養護者等家族の状況 

 

（a）同居家族の職業・問題点、過去のトラブル等 

同居家族の状況のうち、職業、問題点や過去のトラブル等、地域ケアシス

テムケース台帳や在宅介護支援センター高齢者実態把握票で調査項目にない

もので、虐待の対応等に必要と思われる情報について調査します。 

 

（b）別居家族、親戚 

    ケースに介入する際、親族の協力は大きな力になりますので、同居してい

ない親族の情報もできる限り調べておく必要があります。また、相続問題が

絡む場合は、相続権を有するすべての親族の情報が必要になります。 
 

（c）キーパーソン 

虐待ケースに対して、より円滑に介入ができるようにするため、親族の中  

 に問題解決にあたって協力を得られる者、本人・家族に最も影響力のある人  

 物、成年後見制度を導入する際の後見人候補者等をできる限り把握しておく 

 ことが大切です。 
 

 c 虐待の状況 

虐待の状況は、処遇方針の決定やネットワークを構築する上で欠かせない情報

です。 
 

（a）現状・経過 

虐待の現状とこれまでの経過は、今後の対応を検討していくうえで、不可

欠なものです。 
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（b）緊急性の有無 

緊急性があるかないかによって、対応方法が全く異なることになりますの

で、極めて重要な調査項目となります。 

 

（c）高齢者本人の真意・希望 

高齢者本人のためと思って行った支援でも、希望に沿ったものでなければ、

本人にとって迷惑となりますので、本人の希望を調査することは重要です。  

しかし、虐待を受けている高齢者はなかなか本心を言わない（言えない）

状況にありますので、希望を言いやすい環境を作ったり、本人の真意を汲み

取って把握することが大切です。 

 

（d）補足事項 

 虐待者、虐待の内容、虐待の頻度、虐待の要因等について整理を行います。 

 （様式は資料編 P46～47参照。） 

 

 

イ 事実確認・安全確認                    国 P55～59  

虐待の事実確認は複数のスタッフで行います。 

   (ア) 複数の方が確認の客観性が高い。 

   (イ) 見落としを含め虐待内容の見極めが難しい。 

   (ウ) 状況によってはスタッフ本人にも危険が及ぶ場合がある。 

  原則、家庭訪問等により、高齢者、虐待者双方と面接します。   
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（利用目的の制限） 

第 18条 個人情報取扱事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、前条の規定に

より特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱

ってはならない。  

（第三者提供の制限）                   

第 27条 個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同

意を得ないで、個人データを第三者に提供してはならない。 

一 法令に基づく場合 

二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意

を得ることが困難であるとき。 

三 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であ

って、本人の同意を得ることが困難であるとき。 

四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を

遂行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得

ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

五 当該個人情報取扱事業者が学術研究機関等である場合であって、当該個人デー

タの提供が学術研究の成果の公表又は教授のためやむを得ないとき（個人

の権利利益を不当に侵害するおそれがある場合を除く。）。 

六 当該個人情報取扱事業者が学術研究機関等である場合であって、当該個人デー

タを学術研究目的で提供する必要があるとき（当該個人データを提供する

目的の一部が学術研究目的である場合を含み、個人の権利利益を不当に侵

害するおそれがある場合を除く。）（当該個人情報取扱事業者と当該第三者

が共同して学術研究を行う場合に限る。）。 

七 当該第三者が学術研究機関等である場合であって、当該第三者が当該個人デー

タを学術研究目的で取り扱う必要があるとき（当該個人データを取り扱う

目的の一部が学術研究目的である場合を含み、個人の権利利益を不当に侵

害するおそれがある場合を除く。） 

  

高齢者虐待対応に必要な事実確認の場合は、高齢者や養護者等に関する情報は第

三者提供の制限の例外「人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合

であって、本人の同意を得ることが困難であるとき」として扱われることもあり

ます。 

 

個人情報保護法と虐待対応 
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ウ 緊急性の判断                       国 P60～63  

  訪問調査に当たっては、まず、被虐待者が緊急な生命の危機状態にあるか否か

を判断し、「緊急な生命の危機状態」にあれば、直ちに、被虐待者を保護して身

の安全を確保したり、警察、病院、行政等の然るべき機関に連絡し、支援を求め

ます。 

    緊急性の判断方法等については、第 4章 Q&A P80参照。 

                                 

エ 訪問調査を行う際の留意点                   国 P57  

   虐待の事実を確認するためには、できるだけ訪問して高齢者の安全確認や心身

の状況、養護者や家族等の状況を把握することが望ましいと考えられます。 

   ただし、訪問による面接調査は、養護者・家族等や高齢者本人にとっては抵抗

感が大きいため、調査を拒否するケースも少なからずあると考えられます。一旦

拒否された場合には、その後の支援を受け入れなくなるおそれもあります。また、

事前に得られた情報から調査員の訪問が受け入れられにくい（信頼関係が築きに

くい）ことが予想されるような場合もあります。 

   このようなときは、高齢者や養護者・家族等と関わりのある機関や親族、知人、

民生委員や自治会・町内会など近隣住民の協力を得ながら情報収集を行ったりサ

ービス利用を勧めるなどの策を講じるなど、継続的に関わりながら徐々に信頼関

係の構築を図ることが必要となります。                              

 

（ア）事実確認時のポイント 

 

  a できるだけ訪問する 

（a）高齢者又は介護家族の承諾を得た上で家庭へ訪問します。（訪問する理由     

  は、「虐待だから…」とは言わず、健康指導業務や高齢者実態把握調査など、  

  日常の業務活動の延長上での訪問と位置付けることが大切です。） 

   （b）虐待者（家族）も被害者であるという意識を持って訪問します。 

 (c) 虐待の事実や虐待の疑いがあることを正面から突きつけるのではなく、介 

    護の状況や健康管理の様子などの周辺情報を尋ねながら総合的に情報を整 

    理します。 

（d）初回訪問は、相談・通報の受理から 2日以内（48時間以内）に行い、遅 

  すぎるなどタイミングをはずした訪問にならないようにします。 

（e）被害者の高齢者と加害者である家族からの聞き取りは、できるだけ個別に 

     分けて行います。 

（f）虐待問題を初回訪問だけで全て把握することは困難ですので、プライバシ 

    ーの保護に十分配慮し、無理な情報収集は避け、誠実な対応で信頼関係を 

    築くことに努め、継続した訪問が可能となるよう心がけることが大切です。 

（g）高齢者の意思確認が重要です。認知症等で意思確認が困難な場合であって 

  も、家族と一緒のときの顔つきや表情で本人の気持ちの確認に努めます。 
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 ｂ 収集した情報に基づいて確認を行う 

  介護者の介護負担をねぎらい、問題を一緒に解決することを伝えながら情報

収集に努めます。 

 

 ｃ 柔軟な調査技法の適用                 国 P58 

養護者自身が援助を求めていたり、虐待の程度が軽度の場合には、介護等に

関する相談支援として受容的な態度で接することも考えられます。一方で、虐

待が重篤で再発の危険性が高く措置入所の必要性がある場合には、養護者の行

っている行為が虐待に当たるとして毅然とした態度で臨むことも必要となりま

す。高齢者や養護者の状況を判断しつつ、信頼関係の構築を念頭に置きながら

柔軟に対応する必要があります。   
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（イ）「虐待かな？」と疑いがある段階での面接方法 

高齢者・養護者と一緒に面接を行い、それぞれの関係性について探ります。ど

ちらかが、話しにくそうな場合は、別々に話を聞き、面接の内容を確認しながら

言いにくいことをそれぞれから聞きます。面接の際には、言葉だけでなく、表情

やしぐさなど何気ない様子についても注意を払い、それぞれの困っていることや

虐待の事実の確認に努めます。かなり、プライバシーにかかわる内容になるため、

言葉遣いには十分、配慮が必要です。 

 

   a 高齢者・養護者と一緒の面接 

    「プライバシーは守りますので、安心して何でもお話ください。」 

    「生活の中で、何か、お困りのことはないですか。」 

    「現在、ご利用のサービスに満足されていますか。何か、改善が必要なとこ

ろはないですか。｣ 

  「今後の生活は、どのようにしていきたいとお考えですか。」 

    「施設入所をお考えですか。」 

    「介護に当たって、月にいくら位まで、ご負担できますか。」 

高齢者との面接の留意点 

【基本的なルール】 

○ 守秘義務は必ず守る 

○ 高齢者は基本的な権利（選択、発言、プライバシー）を持っている 

○ 高齢者の言うことを傾聴する 

○ 高齢者に批判的にならないこと 

○ 誰をも非難しないこと 

○ 絶えず、冷静さを保つよう努める 

○ 高齢者に話をさせるようにし、途中にコメントなど入れない 

○ 自分の感情に惑わされない 

○ 高齢者を質問攻めにしない 

○ 高齢者の非言語による手がかりをつかむ 

 

【してはいけないこと】 

○ 高齢者の発言に基づいて冗談を言うこと 

○ 高齢者の言ったことを無視すること 

○ 高齢者を否定するような言い方はいけません 

「そんなばかな」「そんなはずないでしょ」「冗談でしょう」 

 

※多々良紀夫編著「高齢者虐待早期発見、早期介入ガイド」より 

高齢者との面接の留意点 
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  ｂ 高齢者との面接 

    「生活の中で何かお困りのことはないですか。｣ 

 「今、ご利用のサービスに満足していますか。ご家族の対応に満足していま 

すか。」 

    「ご家族とお話しているとき、ご不満そうな様子もありましたが、何か困っ 

ていることがありますか。」 

    「ご家族には、どのような気持ちをお持ちですか。（例えば、とても感謝し

ている、よくやってくれている、もうちょっと○○を改善してほしい…とい

うことはありますか。）」 

    「介護者のご家族はどのようなお人柄でしょうか。」 

    「他にどなたか、相談できる親族の方はいらっしゃいますか。」 

    「ご本人とご家族と今までの関係は、どうでしたか。」 

 

  ｃ 養護者・家族との面接 

    「プライバシーは守りますので、安心して何でもお話ください。先ほどの話

に何か付け加えることはないですか。｣ 

    「夜はおやすみになられていますか。」 

    「身体が疲れていたり、どこかお悪いところはありませんか。」 

    「介護する上で何かお困りのことはないですか？」 

    「ご本人には、どのような気持ちをお持ちですか。（例えば、○○を改善し

てほしい…ということはありますか。）」 

    「ご本人はどのようなお人柄でしょうか。」 

    「ご本人とご家族との今までの関係は、どうでしたか。」 

 

（ウ）虐待が明らかになった段階での面接方法 

高齢者・養護者とは別々に面接を行い、それぞれの気持ちの確認に努めます。

決して一人で悩まないことを伝えます。 

 

  a 高齢者との面接 

    「最近、ご家族との関係はいかがですか。」 

    「つらいことがありませんか。」 

    「一時的にご家族と離れてみませんか。」 

    「ショートステイを利用し、少し離れて、ゆっくり考えてみませんか。」 

    「これから先、どのようにしていきたいですか」 

    「相談できる他の家族はいらっしゃいますか。」 

    「施設への入所をお考えですか。」 

「○○市役所ではプライバシーを守って、私と一緒にどうしたらよいか、考 

えてくれますので、このことを市役所にもお話してもよろしいでしょうか。」 

    「困ったときは、○○へ連絡してくださいね。」 

    「一人で悩まないでくださいね。」 
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b 養護者・家族との面接 

 「最近、お身体の調子はいかがですか。」 

 「夜はゆっくりお休みになられていますか。」 

 「最近、ご本人との関係はいかがですか。」 

    「ショートステイを利用しながら、一時的にご本人と離れてみませんか。」 

    「これから先、どのようにしていきたいですか。」 

    「相談できる他の家族はいらっしゃいますか。」 

 「施設への入所をお考えですか。」 

    「○○市役所ではプライバシーを守って、私と一緒にどうしたらよいか、考

えてくれますので、このことを市役所にもお話してもよろしいでしょうか。」 

 「困ったときは、○○へ連絡してくださいね。」 

    「一人で悩まないでくださいね。」 

 

オ 訪問拒否された場合の対応  

 （ア）無理やり焦って訪問しないようにします。拒否されても粘り強く、高齢者ま

たは介護家族が承諾するまで、高齢者や介護家族の抱える問題に関心を持ち、

心配していることを知らせ、待ちの姿勢を維持します。 

  

（イ）これまでの関わりから、高齢者または介護家族が信頼している人（主治医・ 

   介護支援専門員・ホームヘルパー等）がいる事例では、それらの関係者が 

   主たる支援者としてかかわり、市町村高齢福祉担当課・地域包括支援セン 

   ターは支援・助言やケース会議開催など支援の進行管理または、信頼関係     

   のある機関などと話し合い、介入担当者変更や協調介入を行います。 

 

（ウ）ケース会議に諮り、高齢者や介護家族の近隣関係や利用資源などを把握す 

  るとともに関係機関の情報の共有化を図り、役割分担を決めて、チームで 

  アセスメントを試みます。 

  

（エ）高齢者が介入を拒否している場合は、支援が必要な理由やその方法、今後の 

   生活の見通し等を丁寧に説明することになりますが、最終的には本人の意思 

   を尊重することになります。このような場合は、状況の悪化を防ぐため、民 

   生委員や介護サービス事業者等の協力を得て、見守りによる状況把握を継続 

   的に行い、高齢者の適切な意思決定を支援するための情報提供をしていきま 

   す。 

（オ）様々なアプローチによっても介入拒否が解消されず、高齢者の生命又は身体 

   に重大な危険が生じているおそれがあると認めるときは、立入調査を実施す 

   ることとなります。                   
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カ 立入調査                            国 P64 

  高齢者虐待により高齢者の生命又は身体に重大な危険が生じているおそれが

あると認められるときは、市町村長は、担当部局の職員や直営の地域包括支援セ

ンターの職員に、虐待を受けている高齢者の居所に立ち入り、必要な調査や質問

をさせることができるとされています。調査時には身分証明書を携帯します。（高

齢者虐待防止法第 11 条）            

 

 （ア）立入調査の要否の判断 

高齢者や家族にコンタクトがとれず、かつ、高齢者の安否が確認できず、高

齢者の生命や身体の重大な危険が強く懸念される場合には、立入調査権の発動

を検討する必要があります。 

 

  a 近隣住民や関係者から、高齢者の重篤な怪我や衰弱、慢性疾患の悪化、重い

感染症などについての具体的な情報が寄せられているにもかかわらず、家族

等の拒否が強くさまざまな働きかけをしても、居所への立入や高齢者本人へ

の面会が実現できず、安否が確認できないとき。 

 

  b 虐待の事実が確認でき、高齢者の生命や身体の重大な危険が明らかであるに

もかかわらず、養護者が具体的な支援を受け入れず、高齢者の保護や治療が

困難なとき。 

 

  C 入院や医療的な支援が必要な高齢者を家族等が無理に連れ帰り、住居内に引

きこもっているようなとき。    

                                

(イ) 警察に対する援助要請  

   a 立入調査の実施に当たり、養護者から物理的な抵抗を受けるおそれがあるな

ど、警察官の援助が必要と判断される場合等には、警察署長へ援助要請を行

います。 

 

   b この場合は所轄の警察署の生活安全課あてに援助依頼書（資料編 P20） 

    を提出し、状況の説明と立入調査に関する事前の協議を行います。（緊急の

場合を除きます） 

 

   c 立入調査は市町村の所管部署が、法に基づき、主体的に実施するもので、警

察官の職務ではありません。 

  警察官は職務執行の現場に臨場したり、現場付近で待機したり、状況により

市町村職員と一緒に立ち入ります。                       

- 47 -



                                国 P66 

   d  警察官は高齢者の生命又は身体の安全を確保するために、必要な「警察官

が個人の生命、身体及び財産の保護、犯罪の予防、公安の維持並びに他の法

令の執行等の職権職務を忠実に遂行するために必要な手段を定める法律」（以

下「警察官職務執行法」）その他の法令の定める措置を講じます。 

 

(ａ)虐待の制止（警察官職務執行法第 5条）及び立入（同法第 6条） 

    虐待者(養護者)が暴行、脅迫等により職務執行を妨げようとする場合や 

        高齢者への加害行為が現に行われようとする場合等においては、虐待者  

        (養護者)に警告を発し又は行為を制止し、あるいは住居等に立ち入るこ 

        とができる。 

 

(ｂ)被虐待者(高齢者)の保護（同法第 3条） 

    病人、負傷者等で適当な保護者を伴わず、応急の救護を要すると認めら  

        れる者を発見したときは、一時的な保護を行わなければならない。 

 

(ｃ)虐待者(養護者)の逮捕（刑事訴訟法第 213条） 

    現に犯罪に当たる行為が行われている場合は、現行犯として逮捕する等 

        検挙措置を講じる。 

 

e 連携を円滑に行うためには、普段から必要な場合はケース会議に参加しても

らうなど、警察署との連携体制を構築することが大切です。 

 

(ウ)公務員の告発義務（刑事訴訟法第 239条第 2項） 

「官吏又は公吏は、その職務を行うことにより犯罪があると思料するときは、 

 告発をしなければならない」とされています。 

   市町村職員が虐待に対応する際、場合によっては犯罪行為として警察に告発 

   する強い姿勢を示すことも必要です。 
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 a市町村が法の求めている権限を行使せず、適切な対応を行わなかった場合の法

的責任について 

    市町村が法の求めている権限を行使せずに適切な対応を放置し、その結果、 

高齢者の生命や身体、財産に損害が生じた場合、市町村は国家賠償法第 1 条

第 1項に基づき損害賠償の責任を負う可能性があります。 

    コアメンバー会議やケース会議などで、具体的な場面において市町村として 

何をなすべきか見極めることが大切です。 

 

b 記録の重要性 

     記録は、公的機関としての法的根拠と公平性に基づいたサービス提供など、

経緯や要件を証明し、行政措置や緊急介入、調停や裁判の際の証拠文書にな

り得ます。 

     組織としての危機管理として記録を残すことが必要です。 

 記録作成のポイント 

(ａ) 事実を客観的に書く。主観的な考えや解釈は書かない。 

    (ｂ)  事実と支援行為、その結果を一貫して書く。 

    (ｃ)  記録の作成者、作成日を残す。 

 

刑法改正について 

刑法改正により、性犯罪の規定が、令和 5年（2023年）7月 13日から変わりました。 

 

○強制性交等罪は「不同意性交等罪」となりました。 

「暴力」「脅迫」「障害」「アルコール」「薬物」「フリーズ」「虐待」「立場による影響

力」などが原因となって、 

 

同意しない意志を形成したり（NOと思うこと）、表明したり（NO と言うこと）、全うす

る（NOをつらぬくこと）ことが難しい状態 

 

で、性交等やわいせつな行為をすると、「不同意性交等罪」や「不同意わいせつ罪」と

して処罰されます。 
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高 齢 者 虐 待 調 査 票 
被虐待者

氏名 
○○○○ 

調査日 

   ○年○月○日 

本
人
の
状
況 

経歴・職歴 

過去のト

ラブル 

前夫との間に娘 2 人を残して離婚。現夫と結婚し居酒屋を経営。当

初はゆとりのある生活を送ってきたが、土地を巡るトラブルにより財

産を失い、生活保護受給に至る。 

家 

族 

等 

の 

状 

況 

同居家族

の職業・問

題点、過去

のトラブ

ル等 

氏   名 職業・問題点、過去のトラブル等 

○○ △△ アルコール依存症、家事・介護能力が低い 

  

  

別居家族

の緊急連

絡先 

氏   名 続柄 年齢 住    所 電 話 職 業 

□□ ▽▽ 実姉 不明 
○○町○○△△－

△△ 
000-0000 農業 

      

親  戚 

氏   名 続柄 年齢 住    所 電 話 職 業 

      

      

キーパー 

ソン 

1  問題解決のための協力者：不明 

2  本人・家族に最も影響力のある人物：夫？ 

3  成年後見制度の後見人候補（4 親等内親族）：不明 

虐 
 

待 
 

の 
 

状 
 

況 

現状・経過 

(詳細別紙) 

 6 月に現住所へ転居後、近隣宅のドアを叩いて助けを求めたり、夫

の怒鳴り声が頻繁に聞かれる。虐待を心配した□□民生委員が定期的

に訪問している。 

緊急性 

 

有 ・ ○無 

1  本人が保護救済を強く求めている。 

2  生命に危険な状態（重度のやけどや外傷・褥そう、栄養失調、衰

弱、脱水症状、肺炎等） 

3  生命に危険な行為が行われている。（頭部打撃、顔面打撃、首締

め・揺さぶり、戸外放置、溺れさせる等） 

4  確認できないが上記である可能性が高い。 

本人の 

真意や 

希望 

1 在宅維持、家族との生活  

2  家族からの一時的離脱  

3  施設入所 

4  その他 

（内容                         ） 

補足事項 
（虐待の内

容、虐待の

頻度及び虐

待の要因の

欄は、下表 

の中から該

当する事項

の番号を記 

入する。） 

虐
待
者 

氏  名 
続

柄 
虐待の内容 頻  度 虐待の自覚 

虐待の 

要因 

○○ △△ 夫 ①⑦④ 1 2 3 4○5 有・無・不明 ①②⑦⑫ 

   1 2 3 4 5 有・無・不明  

   1 2 3 4 5 有・無・不明  
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【虐待の内容】 

（身体的虐待） （経済的虐待） 

①外傷（出血、骨折、やけど）⑨日常必要な金銭を渡さない 

②傷にならない暴力     ⑩年金、預貯金等の取り上げ 

（殴る、蹴る、叩く）  ⑪不動産、有価証券等の無断売却 

③拘束（縛り付け、閉じこめ）  

（心理的虐待） （介護・世話の放棄・放任） 

④暴言、威圧、侮辱、脅迫  ⑫入浴・排泄の介助放棄 

⑤無視  ⑬水分食事摂取放任による身体的 

⑥嫌がらせ          ダメージ  

（性的虐待）  ⑭劣悪な住環境の中で生活させる 

⑦不必要な性器への接触  ⑮介護・医療サービスを利用させな 

 ⑧下半身を裸にして放置    い 

   ⑯介護者が自宅に戻らないことが 

               ある 

  ⑰その他（          ） 

【虐待の頻度】 

1. いつも/毎日  2. 週に数回  3. 月に数回   

4. 月 1 回以下   5. 分からない 

【虐待の要因】 

①高齢者本人の認知症による言動の混乱  

②高齢者本人の介護の困難さ・難しさ    

③高齢者本人の性格や人格              

④高齢者本人の過去（来し方）   

⑤虐待者の身体障害  

⑥虐待者の知的障害・知的問題  

⑦虐待者のアルコール依存 

⑧虐待者の精神障害（アルコール依存除く） 

⑨虐待者の上記以外の疾病（                ） 

⑩虐待者のギャンブル依存 

⑪虐待者の性格や人格             

⑫虐待者の介護疲れ・介護ストレス蓄積           

⑬虐待者の知識や情報不足 

⑭虐待者の外部サービス利用への抵抗感  

⑮高齢者本人と虐待者との人間関係 

⑯家族・親族の無関心、無理解、非協力 

⑰経済的困窮 

⑱経済的利害関係(財産、相続) 

⑲その他（                        ） 

⑳不明 
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高齢者虐待調査票（別紙） 
被虐待者 

氏  名 
○○○○ 

調査日         

○年○月○日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
《身体面》 

・左第 2 指の火傷の原因は、ガスコンロにプラスチックボールをのせていたために起 

 こした火傷か？ 

・顔面や体幹（胸部・背部）右腕に、多くの内出血の痕跡（青黒いあざや黄斑）がみ 

 られる。 

・仙骨上部が腫れ上がっている。原因は？ 

・両下肢にも小さな瘢痕が多くみられる。 

・両足の汚れが目立つ。 

・痩せている。 

 

 

《心理面》 

・ 認知症のために意思疎通が困難な状態ではあるが、左指の火傷について尋ねると

「○○病院へ行きたい…」と自ら話し始め、「いつも○○病院だから」と言うが、そ 

 の後の訴えはまとまらなくなってしまう。 

・入浴の誘導に対し、「風呂は嫌だよ」等と拒否的な言動はみられるが、なだめられ 

 ながら入浴している最中は、介護職員を頼りながら気分良く入浴している様子。食 

 事もおいしそうに食べている。 

 

腫脹 
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（３）コアメンバー会議                 国 P60～63 

【目的】 

    緊急性と虐待の有無の判断を行う場です。その他、高齢者虐待の構造、情報   

   収集の方針、役割や手順等について協議します。 

 

【構成員】 

    高齢者虐待防止事務を担当する市町村職員及び担当部局管理職、事務を委託 

   している場合は委託先の担当職員を含む。 

 

  【虐待の有無の判断】 

  ・コアメンバー会議において、事実確認・収集した情報から虐待の有無を判断し 

   ます。 

  ・虐待の事実はない（虐待が疑われる事実等が確認されなかった）、収集した情 

   報が十分ではなく判断できなかった、虐待の事実が確認された（虐待が疑われ 

   る事実が確認された）のいずれかに整理し、虐待の事実が確認された場合、具 

   体的にどの虐待類型に属するのかを確認します。 

  ・収集した情報が十分ではなく、通報等の内容や他の権利侵害事実が確認できず、 

   虐待の有無が判断できない場合には、期限を区切って事実確認を継続します。 

  ・不適切なケアについても、虐待として対応を行います。 

 

  【緊急性の判断】 

  ・虐待の事実が確認された、又は虐待が疑われる事実が確認された場合は、緊急 

      性の判断を行うとともに対応方針を決定します。 

  ・緊急性の判断は、高齢者の安全・安心の確保を目的に、入院・入所等の緊急的]   

      な分離保護の必要性、立入調査の要否等の検討等を基に行います。 

 

  ※緊急性が高いと判断できる状況 

   ①生命が危ぶまれるような状況が確認される、もしくは予測される 

   ・骨折、頭蓋内出血、重症のやけどなどの深刻な身体的外傷 

   ・極端な栄養不良、脱水症状 

   ・「うめき声が聞こえる」などの深刻な状況が予測される情報 

   ・器物（刃物、食器など）を使った暴力の実施もしくは脅しがあり、エスカレ 

    ートすると生命の危険性が予測される 

   ②本人や家族の人格や精神状態に歪みを生じさせている、もしくはそのおそれ  

    がある 

   ・虐待を理由として、本人の人格や精神状態に著しい歪みが生じている 

   ・家族の間で虐待の連鎖が起こり始めている 

   ③虐待が恒常化しており、改善の見込みが立たない 

   ・虐待が恒常的に行われているが、養護者の自覚や改善意欲が見られない 

   ・養護者の人格や生活態度の偏りや社会不適応行動が強く、介入そのものが困 

    難であり、改善が望めそうにない 
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   ④高齢者本人が保護を求めている 

   ・高齢者本人が明確に保護を求めている 

 

【深刻度の判断】 

  虐待の深刻度は、被虐待者が虐待によって被害を受けた程度を示す指標として法  

 に基づく対応状況等調査で利用されている指標です。 

 深刻度の定義は、被虐待者が虐待によって被害を受けた程度であり、深刻度を判断  

 する時点及び判断者は、相談・通報受理後や事実確認実施後に、緊急性の判断と同 

 様に複数名で組織として検討するものです。また、深刻度の区分は、４(最重度)、 

 ３(重度)、２(中度)、１(軽度)の４段階として、虐待の程度（深刻度）計測フロー 

 の活用等により判断することとなっています。 

  

深刻度の区分 

深刻度区

分 

説明 

1（軽度） 医療や福祉など専門機関による治療やケアなどの介入の検討が必要な状態。 

2（中度） 権利侵害行為が繰り返されている、高齢者の心身への被害・影響や生活に支

障が生じている。 

3（重度） 権利侵害行為によって高齢者の身体面、精神面などに重大な健康被害が生じ

ている、生活の継続に重大な支障が生じている。保護の検討が必要な状態。 

4（最重

度） 

権利侵害行為によって高齢者の生命の危険や心身への重篤な影響、生活の危

機的状況が生じている。直ちに保護が必要な状態。 

 

【コアメンバー会議後の対応】 

  コアメンバー会議後は、会議の記録を残します。 

 

（４）支援方針の検討                                        国 P62～63 

  コアメンバー会議等で緊急性が高いと判断された場合 

  状況に応じて警察への通報や消防への救急搬送の依頼、また措置による対応、

緊急一時保護を行います。 

  主治医と連絡を取り合い、緊急性が高いと判断された場合に、迅速に対応でき

るよう早い時期からの連携が必要となります。 

  対応が遅れると被虐待者の生命に関わる場合もあるので、人命最優先の対応が

必要です。 

 

（５）評価会議の開催① (初動段階) 

支援開始からある程度の期間が過ぎたら、必要に応じてケース会議を開催し、

定期的なモニタリング・評価を行い、支援の効果や目標の達成状況、支援内容の

適否を確認します。支援の効果が十分でないと判断したら、支援方針の見直しの

検討をします。 

また、一旦終結したとしても、「○○といった状況になったら再度支援を開始す

る」といった取り決めや、通常の見守り体制などについて、同時に確認しておく

ことが必要です。事後の継続したフォロー体制が再発防止に繋がります。 
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  【初動段階の評価会議】 

   市町村は、コアメンバー会議で決定した対応方針の実施状況や、行った対応が  

  適切だったかどうかについて検討します。初動段階の評価会議では、対応段階の 

  ための、新な情報収集の必要性についても検討を行います。 

 

  ア 出席者 

     評価会議は、市町村担当部署の職員と、地域包括支援センター職員で構成   

    する。立入調査など行政権限の行使についての判断が必要となる場合には、 

    市町村担当部署の管理職が出席することが必要です。 

 

  イ 具体的な評価の方法、視点 

     初動期の目的である高齢者の生命や身体の安全の確保がなされたかどう 

    かを判断し、取り組んだ結果、当初の目的が達成されたかどうかに着目しま 

    す。 

 

（６）ケース会議 

 

  ア ケース会議の要旨・概要  

 （ア）ケース援助に直接関わる担当者が集まり、処遇方針等を検討する場です。関 

    係機関で情報を共有し、関わりの方向性を統一し、それぞれの専門性を生か 

    した役割が明確化できるなど処遇困難事例の対応に極めて有効です。 

 

  （イ）構成メンバーは、市町村（高齢福祉担当課、介護保険担当課、保健センター 

        等）、地域包括支援センター、在宅介護支援センター、介護支援専門員、介 

       護保険サービス提供事業者（訪問介護、訪問看護、通所介護、ショートステ 

       イ等）、かかりつけ医、保健所、福祉事務所、社会福祉協議会、民生委員等で 

       すが、高齢者虐待の状況によっては、必要に応じて、地元警察や弁護士、消 

       防、消費生活センター等にも参加してもらいます。 

 

 （ウ）ケース会議は、必要に応じて適宜開催する必要があります。迅速な対応が必 

   要なときは、臨時会議を実施します。 

  

 （エ）一般ケースの場合、アセスメント結果に基づき、要援護者に最もふさわしい 

      サービスプログラム等を検討しますが、高齢者虐待ケースの場合は、介入を 

      拒否する場合が多いため、どのように分析・評価を行うかといった課題も、 

      ケース会議の議題となります。 

 

（虐待事例で多い検討課題） 

・ 介入を拒否しているケースへの介入方法 

・虐待を改善するために必要と思われるサービスの選定 

・必要と思われるサービスの利用を拒否しているケースへのサービス利用の働 
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きかけの方法 

・虐待事実の確認方法 

・在宅生活継続の可否 

・緊急時の対応 など 

 

   相談や通報を受けた後の個別の虐待事例に対する援助方針、各機関の役割、主

担当者、連絡体制等について協議を行う会議の開催が必要です。 

   会議の開催は、通報等を受理して必要な情報の収集を行った後、速やかに開催

することが必要ですが、状況に応じて電話等の利用など柔軟な会議の持ち方も考

えられます。 

 

 イ 緊急性が高くないと判断された場合 

  (ア) 介入拒否がある場合 

   高齢者あるいは養護者等による介入拒否がある場合は、地域包括支援センタ

ー職員、ケースワーカーや在宅介護支援センター職員による訪問活動で、必要

なサービスを利用するよう説得に努めます。 

   サービスにつながるまでは、民生委員等地域の方々の見守りや協力も欠かせ

ません。定期的に見守りを行い、連絡調整に努め、状況の変化に迅速に対応し

ます。 

 

  (イ) 介入拒否がない場合 

   介護保険サービスを利用している場合は、介護支援専門員が中心となって、

高齢者の病状等の進行がないか、養護者の介護負担は増していないか等の確認

を行い、必要に応じてケアプランの変更を行います。 

   養護者の介護負担が重過ぎる時等は、在宅サービスから施設サービスへのケ

アプラン変更が必要な場合もあります。 

 

  ウ  高齢者の意思の確認・尊重 

  支援方針の決定に当たっては、高齢者本人の意思を尊重することが重要です。

必要な場合は、日常生活自立支援事業や成年後見制度を活用します。 

 

（７）評価会議の開催② （対応段階） 

 【対応段階の評価会議】 

   対応段階の評価会議では、虐待対応の見直し、継続、または終結についても  

  検討する。虐待対応計画の実施状況等確認・評価は、当初設定した評価日を厳 

  守して行うことが求められます。 

 

 ア 出席者 

   評価会議は、市町村担当部署の職員と、地域包括支援センター職員で構成   

  します。行政権限の行使や、終結の判断が必要となる場合には、市町村担当部 

  署の管理職が出席することが必要です。 
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 イ 対応段階の評価会議の目的・位置づけ 

   虐待対応について責任を持つ市町村は、虐待対応を終結させるまで、虐待対 

  応計画の立案、実施と評価を繰り返す必要があります。  

   第一義的目的は、虐待対応計画の実施状況の確認や、対応の適切さに関する 

  評価で、初動期段階の評価会議と同様。常に終結の可能性や、終結の具体的形 

  態について意識していく必要がある点が初動期段階の評価会議との相違点です。 

 

（８）終結段階 

   虐待対応の終結は、ケース会議において判断します。 

       虐待対応の終結のためには、虐待が解消されたこと及び高齢者が安心して生活

を送るために必要な環境が整い、その状態が一定期間継続していることが確認で

きる必要があります。 

       具体的には、 

       ①高齢者が施設に入所し、生活が安定した場合 

       ②虐待の発生要因の軽減と再発防止のための支援体制が整い、在宅生活の再開    

        や継続をする場合 

       ③高齢者が死亡した場合 等が想定されます。 

 

       なお、「終結」とはあくまで「虐待対応としての終結」であり、必ずしも当該高

齢者や家族との関りが終了することではありません。必要に応じて「権利擁護対

応」や、「包括的・継続的ケアマネジメント支援」に移行します。 

       その際、以下の点を意識して適切な関与、引継ぎを行います。 

      ・地域包括支援センターの関与の検討 

      ・関係機関との連携体制の構築 
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３ 養護者支援の実施                     国 P87～88 

・ケース会議の結果（役割分担）に基づき、関係機関等による会議を開催して、支

援チームを編成します。この場合、介護保険利用者については、介護保険制度に

おける「サービス担当者会議」を活用します。 

・高齢者本人や家族と信頼関係の強い人を、チームの中のまとめ役となるキーパー

ソンとして位置づけます。 
・支援チームの中には、高齢者本人や家族と信頼関係のある親戚等の参加を積極的

に促します。そして、家族・親族の中にも連絡窓口となるキーパーソンを、でき

る限り決めます。 
・キーパーソンは、常に地域包括支援センター又は地域ケアセンター（地域ケアコ

ーディネーター）、 関係機関等と連絡を密にし、チーム員との連携により、的

確な支援を行います。 
・支援の結果を評価し、事態が好転していない場合や、新たな虐待の発生が予測さ

れる場合は、適宜再調査を実施し、支援方針の見直しを行います。 

 

 

【コアメンバー会議】 

・虐待の有無の判断や緊急性の判断を行う 

【評価会議（初動段階】 

・コアメンバー会議で決定した対応方針の実施状況や、行った対応が適切だったかど 

 うかについて検討する 

【ケース会議】 

・事前に作成された虐待対応計画（案）を基に、当該ケースに関係する機関が一堂に 

 会し、必要な対応をチームとして行うための、虐待対応計画の内容を協議・決定す 

 る 

・虐待対応の見直し、継続、終結について検討する 

【評価会議（対応段階】 

・虐待対応計画の実施状況や行った対応が適切だったかどうかについて評価を行う 

【地域ケア会議】 

 ア 個別ケースの支援内容の検討を通じた、  

 （ⅰ）地域の介護支援専門員の、法の理念に基づいた高齢者の自立支援に資するケ 

    アマネジメントの支援  

 （ⅱ）高齢者の実態把握や課題解決のための地域包括支援ネットワークの構築 

 （ⅲ）個別ケースの課題分析等を行うことによる地域課題の把握  

 イ その他地域の実情に応じて必要と認められる事項  

ア～イについて検討する 

 このように、それぞれ異なる機能役割があるという理解が必要です。 

コアメンバー会議・虐待対応ケース会議・地域ケア会議等の目的の違い 
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（１）援助の留意点 

  ア 制度の正しい理解を働きかける 

 第三者が家庭に入ることを好まない人や、経済的な事情から介護保険を利用

できない人がいますが、介護保険の仕組みを知らせ、また「介護の社会化」の

意味や生活保護の利用方法、認知症の人と家族の会、NPO によるサービスなど

地域の社会資源に関する情報を正しく伝えます。 

 

  イ 介護負担軽減を図ることを重視する 

 虐待は養護者の知識不足や人間関係の破綻、精神的、身体的、経済的に追い

詰められ、疲労する中で起きる場合が多くなっています。そのため虐待防止に

は養護者への啓発や支援が必要になります。 

養護者の精神的・身体的負担を軽減するため、介護保険の仕組みを説明し、

利用を働きかけることにより、介護負担の軽減を図ります。 

 

  ウ マネジメントでの注意点 

  家族関係については、在宅生活を継続している点を重視し、虐待が起こった

背景についての理解に努め、家族と接します。 

  養護者等の思いを傾聴し、家族間の人間関係の調整について配慮した関わり

や働きかけを行い、それでも家族関係が悪化した場合は、両者の分離を検討し

ます。 

 

  エ 家族関係を断ち切らない 

 高齢者虐待の場合、本人が虐待を受けても、親族との関係を断ち切ってしま

うことに躊躇を感じていることも少なくありません。長い間の家族関係の中で

培われた特別な思いがあるので、単に関係を断ち切ることだけでは問題は解決

しません。 

  施設入所などの分離は慎重に行わなければなりません。在宅サービスをでき

るだけ利用することで、介護者の負担軽減を図りながら在宅生活の継続ができ

るよう支援していきます。 

 

オ 他機関との連携 

多くの職種の関わりによる対応が必要な場合は、早い段階（発見・介入）か

ら連携していきます。客観的な事実の経過を共有することが有効です。 

なお、犯罪が疑われる場合など早めに警察署へ相談し、連携する必要があり

ます。 

 

（２） 具体的な援助方法 

 

ア 養護者や家族に介護負担・ストレスがある場合 

（ア）訪問や電話で、養護者等の話を聞き、ねぎらいの言葉をかける。 

（イ）在宅サービスの導入や利用の増加を検討する。（デイサービス、ショートス
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テイ利用により介護から離れる時間を作る。ホームヘルプ等の利用は、虐待

の未然防止や顕在化にも有効です。） 

（ウ）同居の家族や別居の親族の間で介護負担の調整を進める。 

（エ）施設入所を検討する。 

 

イ 養護者や家族に介護の知識・技術が不足している場合 

（ア）介護の知識・技術の情報提供を行う。 

（イ）市町村や社会福祉協議会などが行う、介護に関する講座等を紹介する。 

（ウ）在宅サービスを導入し、サービス提供の中で知識・技術を伝える。 

 

ウ 認知症がある場合 

（ア）家族に認知症の症状や関わり方の情報提供や、説明・指導を行う。 

（イ）認知症についての相談窓口（認知症の人と家族の会、医療相談等）を紹介

する。 

（ウ）服薬等で症状のコントロールが可能な場合もあるため、専門医（物忘れ外

来など）を紹介し、診断・治療に繋げる。 

（エ）成年後見制度及び日常生活自立支援事業の活用を検討する。 

 

エ 高齢者や家族に精神疾患等の問題がある場合 

（ア）精神疾患・アルコール依存症などは市町村精神保健福祉担当課や保健所に

相談し、精神保健福祉センター、医療機関に繋げる。 

（イ）障害（身体・知的）については、障害福祉担当課に繋げる。 

（ウ）地域の民生委員等に見守りを依頼する。 

（エ）成年後見制度及び日常生活自立支援事業の活用を検討する。 

 

 

オ 消費者トラブル等による被害がある場合 

（ア）住宅リフォーム、浄水器、健康食品等の悪質訪問販売や催眠商法、点検商

法などによる被害がある場合は、茨城県消費生活センター等（資料編 P56）

に繋げる。 

（イ）ニセ電話詐欺等による被害については、警察署へ通報する。 

 

カ 経済的な困窮がある場合 

（ア）生活保護支給申請に繋げる。 

（イ）社会福祉協議会が実施する生活福祉資金制度の利用に繋げる。 

（ウ）各種の減免手続きを支援する。（住宅家賃、教育費等） 

 

キ 養護者（虐待者）が配偶者の場合 

「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」（DV 法）が適

用できれば、被虐待者の一時保護や「接近禁止命令」や「退去命令」などによ

り、虐待者を遠ざけることも可能です。福祉事務所の家庭児童相談員や婦人相
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談所（配偶者暴力相談支援センター）へ繋げます。（資料編 P55 参照） 

 

（３）養護者支援のためのショートステイ居室の確保 国 P90  

 市町村は、養護者の心身の状態に照らしその養護の負担の軽減を図るため緊急

の必要があると認める場合に、高齢者が短期間養護を受けるために必要となる居

室を確保するための措置を講ずるものとされています。（高齢者虐待防止法第 14

条）平成 18 年度から、短期入所事業所が高齢者虐待にかかる高齢者を入所させた

場合には、定員を超過した場合にも減算の対象とはならなくなったこと、介護保

険法の改定により、緊急短期入所加算が設けられたことなどを、市町村が事業所

に周知し、活用促進を図ることが必要です。 
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４ 老人福祉法に基づく措置の実施 

 

（１）措置制度の概要 国 P64～82 

  介護保険制度の導入により、高齢福祉サービスは、基本的に契約による利用形

態となりましたが、介護保険法施行後も老人福祉法において、家族の虐待等によ

り、介護保険サービスの利用や居宅において養護を受けることが困難な高齢者に

対し、市町村が職権をもって必要なサービスを提供するために措置制度が存続し

ています。 

   措置制度には、養護老人ホームへの入所と、やむを得ない事由による措置があ

ります。 

 

（２） 養護老人ホームへの入所（老人福祉法第 11 条第 1項第 1号） 

 

ア 趣旨・目的  

環境上又は経済的な理由により、居宅において養護を受けることが困難な高

齢者を、市町村が職権により入所措置を行うことができます。 

   養護老人ホームは、主として自立又は要支援の高齢者を入所対象としており、  

要介護認定で要介護状態に該当する必要はありません。 

   虐待も、養護老人ホームへの措置理由の一つになりますが、この施設への入

所措置は、低所得世帯等の高齢者に限られます。 

   したがって、低所得世帯等で「自立」又は「要支援」に該当する高齢者が虐

待を受けている場合は、この制度を活用することが有効です。 

 

イ 入所措置の基準 

（老人ホームへの入所措置等の指針について[平成 18 年 3 月 31 日老発第

0331028号老健局長通知]より抜粋 資料編 P21～24参照） 

    次の（ア）及び（イ）の両方に該当する必要があります。 

 

 （ア）環境上の理由 

 a 健康状態  ：入院加療を要する状態でないこと。 

 b 環境の状況 ：家族や住居の状況など、在宅において生活することが困 

    難であると認められること。 

 

 （イ）経済的理由 

生活保護世帯、市町村民税所得割非課税世帯若しくは災害その他の事情に

より、生活の状況が困窮していると認められる世帯であること。 
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 （３）やむを得ない事由による措置（老人福祉法第 10条の 4第 1項及び第 11条 

    第 1項第 2号） 

 

ア 趣旨・目的 

やむを得ない事由（虐待等）により、契約によって必要な介護保険サービス

を受けることができない高齢者に対して、市町村が職権をもって利用に結びつ

ける制度です。 

当該措置は高齢者の福祉を図るために行われるべきものであり、介護保険サ

ービスの利用について家族が反対している場合や、高齢者の受診拒否により要

介護認定ができない場合等も、市町村が職権で利用決定できるので、虐待ケー

スの最終的な手段として最も有効な制度です。 

やむを得ない事由による措置については、これまで適用実績が少ない状況と

なっていますが、必要があれば積極的に実施することが求められています。 

 

イ やむを得ない事由 

やむを得ない事由として、次のような場合が想定されています。 

（老人ホームへの入所措置等の指針について[平成 18年 3月 31日老発第 0331028 

号老健局長通知]より抜粋 資料編 P21～24参照） 

 

（ア）事業者と「契約」して介護サービスを利用することや、その前提となる市 

   町村に対する要介護認定の「申請」を期待できない場合 

 

（イ）65歳以上の者が養護者による虐待を受け、保護される必要がある場合又は 

     65歳以上の者の養護者がその心身の状態に照らし養護の負担を軽減する必 

     要がある場合 

 

ウ 措置の内容 

     市町村は必要に応じて、次のサービスを提供することができます。 

   なお、居宅サービスについては、市町村の義務ではなく、実施するしないは、

市町村の任意となりますが、特別養護老人ホームへの入所については、市町村

は必要があれば、入所措置をとることが義務付けられています。 

 

 （ア）居宅サービスの利用（老人福祉法第 10条の 4第 1項） 

a  訪問介護 

b  通所介護 

c  短期入所生活介護 

d  認知症対応型共同生活介護 

e  小規模多機能型居宅介護 

 

 （イ）特別養護老人ホームへの入所（老人福祉法第 11条第 1項第 2号） 
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エ 「やむを得ない事由による措置」の手順 国 P71 

   「やむを得ない事由による措置」の手順は次のとおりです。ただし、緊急時

で、要介護認定が間に合わない場合や要介護認定が困難な場合等は、要介護認

定前に（介護保険制度を利用しないで）市町村が措置を開始し、事後に要介護

認定を行うことができます。 

    平成 18年 4月 1日からは、短期入所生活介護利用についても、虐待の場合、

措置による入所かどうかを問わず、定員を超過しても介護報酬を減額されない

こととなりました。 

 

高齢者虐待防止法第 9 条の規定により、養護者による高齢者虐待を受け、生

命または身体に重大な危険が生じている恐れがあると認められる高齢者を老人

ホームに一時的に保護する場合は、入所判定委員会の開催を待つことなく入所

措置を行うことができる。  

（老人ホームへの入所措置等の指針について［平成 18年 3月 31日老発 0331028

号老健局長通知］より抜粋 資料編 P21～24参照） 

 

手 順 内    容 

①発見 通報、相談等により高齢者虐待の発見 

②調査 保健師等の専門職が訪問調査等により実態調査を実施 

③要介護認定 高齢者が要介護認定を受けていない場合は、市町村の職権で要介

護認定を実施 

④措置決定 ②及び③に基づき措置決定 

⑤サービス提

供 

市町村が事業者に委託し、介護保険サービスの提供開始 

⑥費用支弁 1割（利用者負担分）を市町村が措置費で支弁（注 1） 

⑦費用徴収 高齢者の状態像に応じて市町村が費用を徴収（注 2） 

⑧やむを得な

い事由の解消 

・特別養護老人ホームへ入所したことで、養護者から離脱できた

場合  

・成年後見制度の活用により、本人の意思で契約できる状態になっ

た場合 

⑨措置解除 措置を解除し、本人は通常の契約による介護保険サービス利用に

移行 

（注 1） 要介護認定前に措置を開始した場合、その費用は、要介護認定後、措置を開

始した日に遡って介護保険から給付を受けることが可能です。 

（注 2） 市町村が支弁した費用については、高齢者本人の状態像に応じて（介護保険

制度に準ずる考え方で）市町村が徴収します。 

措置の決定についての手順は、「やむを得ない事由による措置要綱（参考例）」（資

料編 P34～39）を参照。    

- 64 -



（４） 面会の制限                                            国 P75～P76  

施設入所後、養護者が施設に「高齢者を引き取りたい」と執拗に迫ったり、親

族が高齢者の年金を押さえてしまったりと虐待が続くこともあります。 

施設長や市町村長は虐待の防止と高齢者の保護の観点から、養護者と高齢者の

面会を制限することができます。（高齢者虐待防止法第 13条） 

面会の可否に関する判断は、高齢者の安全を最優先に、ケース会議で図ります。 

施設単独で判断せず、必ず市町村と協議し、最終的には市町村が決定します。 
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やむを得ない事由による措置の手続フロー図 

やむを得ない事由による措置の 

対象者と見込まれる者を発見 
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※入所判定は、要介護認定

の結果を基本とするも

のとし、開催しなくても
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①入所措置決定 

②措置決定通知 

③措置委託通知 
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能力がある場合は利
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能力が不十分な場
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活用 
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やむを得ない事由による措置費用請求の流れ
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措
置
等 

・
在
宅
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
（
法
10
条
の
４

第
１
項
に
よ
る
「
や
む
を
得
な
い
事
由
に

よ
る
在
宅
サ
ー
ビ
ス
の
措
置
」
を
含
む
） 

・
養
護
老
人
ホ
ー
ム
へ
の
措
置
等 

 

特

別

養

護

 
 
 
 
 
 

老
人
ホ
ー
ム 

 

成
年
後
見
制
度 

活

用

手

続 

※虐待の状況が高齢者本人の生命に関

わるなど緊急性がある場合は、入所

後に要介護認定を実施しても差し支

えない。 

自 立 要支援 要介護 

市 町 村 

事 業 者 

利 用 者 

国 保 連 

措置 

 

費用徴収（1 割） 

介護保険給付（9割） 

 

介護給付費請求 

個人台帳      自己負担請求      支払（1割）       サービス提供 
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（５）措置後の支援                           

   やむを得ない事由による措置によって高齢者を保護したことで、虐待事例に対

する対応が終了するわけではありません。措置入所は、高齢者と養護者の生活を

支援する過程における手段のひとつと捉え、高齢者や養護者が安心してその人ら

しく生活を送ることができるようになることを最終的な目標とします。 

  

  ア 施設に保護された高齢者は、虐待を受けたことに対する恐怖心や不安を抱 

    きながら慣れない環境で生活を送ることになりますので、高齢者に対する精 

    神的な支援が必要になります。 

  

  イ 保護された高齢者が特に介護の必要がなく自立している場合などは、施設 

    の環境になじめないことも予想され、その後の居所をどのように確保するか 

    が新たな課題として出てきます。経済状況や親族等の協力度合いを把握しな 

    がら、高齢者が安心して生活を送れる居所を確保するための支援が必要にな 

    ります。 

 

  ウ この他、年金の搾取など経済的虐待が行われていた場合には、口座を変更 

    するなど関係機関との連携が必要になる場合があります。 

  

  エ 家庭に残された養護者や家族の中には、高齢者の年金で生活していたため 

    収入がなくなり、生活費や医療費に困窮する場合や、精神的な支えを失って 

    日常生活に支障をきたす場合があります。養護者に対しても、保護した高齢 

    者と同様に精神的な面での支援が必要ですので、分離後も継続的に養護者に 

    対する支援を行うことが必要です。場合によっては生活保護などの措置が必 

    要になることも考えられます。 

 

（６）措置の解消                         国 P74  

    老人福祉法の規定による措置によって施設に一時入所した高齢者の措置が解

消する例としては、以下のような場合が考えられます。 
 

ア 家庭へ戻る場合 

    関係機関からの支援によって養護者や家族の生活状況が改善し、高齢者が家

庭で生活が可能と判断される場合。ただし、家庭に戻ってからの一定期間は、

高齢者や養護者への手厚いフォローが必要と考えられます。 

    なお、復帰を検討する場合には、「家庭等への復帰を目指したチェックリス

ト」を参考にしてください。（資料編 P48～52参照） 
 

イ 介護サービスの申請や契約が可能になり、契約入所になる場合 

    養護者等からの虐待や無視の状況から離脱し、要介護認定の申請や介護サー

ビスの利用に関する契約が可能になった場合や、成年後見人制度に基づき、本
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人を代理する援助人等によって要介護認定の申請や介護サービスの利用に関

する契約が可能になった場合など。 

 

５ 成年後見制度及び日常生活自立支援事業の活用 

 

 (１)成年後見制度 国 P78～81 

 

ア 趣旨・目的 

認知症高齢者、知的障害者、精神障害者等の判断能力が不十分な人たちは、

財産管理や介護保険を利用するといった契約を自分で行うことが困難です。ま

た、悪質な商法の被害にあうおそれもあります。 

このような判断能力の不十分な人たちを保護し支援するのが成年後見制度で

す。成年後見制度は、契約を本人に代わって行ったり【代理権】、本人が誤った

判断で契約をした場合は、その契約を取り消すことができる【同意権・取消権】

などの権限を家庭裁判所が選任した成年後見人等に与え、本人の生活状況に応

じた保護や支援を行う制度です。 

 

やむを得ない措置を実施した場合、その後、本人と介護保険事業者との間で

利用契約を締結し、通常の介護保険サービスの利用に移行することとなります。

しかし、高齢者本人の判断能力が不十分で利用契約締結ができない場合は、こ

の成年後見制度を活用して本人を代理する成年後見人等が選任された時点で、

成年後見人等が本人に代わって利用契約を締結し、措置廃止の手続きを行うこ

とになります。 

 

イ 援助の種類 

援助は本人の判断能力の状態によって、次のような種類があります。 

 

区分 本人の判断能力 類型 
代   理   権 

付与される範囲 本人の同意 

後見 
欠くのが通常の 

状態 
後見人 財産に関する全ての法律行為 不要 

保佐 著しく不十分 保佐人 
特定の法律行為 

（申立ての範囲内） 
必要 

補助 不十分 補助人 
特定の法律行為 

（申立ての範囲内） 
必要 

  注） 上記は、法定後見制度の類型であり、このほかに「任意後見」があります。 
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ウ 後見人等になる人 

配偶者・親族に限らず、司法書士・弁護士・社会福祉士などの第三者が選任

されることもあります。法人が成年後見人等になることもできます。 

 

  エ 市町村審判の申立て 国 P78～81 

成年後見制度を利用するためには、家庭裁判所に対し、後見（保佐、補助）

開始の審判の申立てを行います。申立ては、通常、本人、配偶者、4 親等内の

親族が行います。（民法第 7条、第 11条、第 14条第 1項） 

しかし、虐待により親族による申し立てが望めないような場合は、市町村長

が申立てを行うことができます。（高齢者虐待防止法第 9条第 2項、老人福祉法

第 32 条等）（資料編 P34～35「成年後見制度における市町村長申立に係る要綱

（参考例）」参照） 

 

市町村長が申立を行う場合は、基本的には 2 親等以内の親族の有無、申立の

意思を確認すれば足りる取り扱いとされています。（平成 17年 7月 29日付け老

計発第 0729001号） 

 

なお、直ちに搾取されている年金の振込口座を確保する必要がある場合等、

審判申立と同時に審判前の保全処分申立（財産管理者の選任）も行い、財産の

保全を図ります。 

 

「やむを得ない事由による措置」は、あくまでも通常の介護保険制度利用ま

でのつなぎとして行われるものであり、無為に措置を継続することは避けるべ

きです。 

 

したがって、市町村においては、意思能力のない高齢者に対して、「やむを得

ない事由による措置」を実施した場合で親族による申し立てが期待できないと

きは、速やかに、審判申立てを行う必要があります。（資料編 P40～41「成年後

見制度における市町村長申立に係る要綱（参考例）」参照） 

 

  市町村長が成年後見制度の審判申立てを行った場合で、後見人等の報酬など

必要となる経費の助成を受けなければ成年後見制度の利用が困難と認められる

者に対しては、市町村が「成年後見制度利用支援事業」を活用して審判申立て

に要する経費や後見人等の報酬を助成することができます。（資料編 P42「成年

後見制度利用支援事業実施要綱（参考例）」参照） 

 

 

 

 

 

- 69 -



   

 

 

民法では、６親等以内の血族、配偶者、３親等以内の姻族が親族であるとされて

います。（民法 725条） 

親族の定義 

血族 血縁関係のある人 

姻族 配偶者の血縁関係のある 

２親等内の親族（A） 親、子、祖父母、孫、兄弟姉妹、配偶者の親、配偶

者の子、配偶者の兄弟姉妹 

４親等内の親族 （Aに加え）おじ、おば、ひ孫、甥、姪、いとこ 等 

申立ができる者 

・後見（保佐、補助）開始の審判の申立ては、本人、配偶者、４親等内の親族が 

 行います。 

・市町村長が申立を行う場合は、基本的には 2親等以内の親族の有無、申立の意  

 思を確認すれば足りる取り扱いとされています。 

 

親族・親等表 
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手続きの流れ 

手続きの流れは以下のとおりです。具体的には、家庭裁判所に問い合わせください。 

（資料編 P58参照） 

 

  申 立 て  

 

①申立書（戸籍謄本、住民票等） 

②かかりつけ医診断書 

③収入印紙 （手数料・成年後見人等

の登記） 

④郵便切手  

⑤本人情報シート 

⑥鑑定費用 約 50,000～100,000 円

（必要な場合のみ）    ほか 

  ほか 

 審 判 手 続 き  

 

①調査 

 調査官が事情を調査 

②鑑定 

 医師が本人能力を鑑定 

③審問 

 裁判官が直接事情聴取 

 審 判  

 

・裁判官に

よる審判 

・家庭裁判

所から審

判書送付 

援 

助 

開 

始 
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（2）日常生活自立支援事業 国 P79 

  ア 趣旨・目的 

   日常生活自立支援事業は、認知症高齢者、知的障害者、精神障害者等の判   

断能力が不十分な人たちや判断能力に不安のある人たちが安心して自立し

た地域生活を送ることができるよう、福祉サービスの利用手続きの援助や日

常生活の金銭管理援助及び書類等の預かりサービスなど行うことにより、こ

れらの人たちの在宅での日常生活を支援する制度です。 

     高齢者虐待との関係では、勝手に本人の預金を取り崩したり財産を処分す

るなどの経済的虐待への対応や予防に有効です。 

   

 イ 支援サービスの内容 

 （ア）福祉サービスの利用援助 

  福祉サービスの情報提供、助言や利用する際の手続きや利用料の支払い等  

  （イ）日常的な金銭管理サービス 

  年金、手当などの受領の確認、日常的な生活費の払戻し、医療費、公共料 

 金等の支払いなど 

  （ウ）書類などの預かりサービス 

 年金証書、預金通帳、保険証書、不動産権利証、契約書類、実印、印鑑登

録カードの預かりなど 

 

ウ 利用料  

 福祉サービスの利用援助及び日常的な金銭管理サービスは、1 回 1 時間当た

り 1,100円、書類などの預かりサービスは、1か月 500円。 

 

  エ 利用手続き 

  （ア）相 談：利用者が住んでいる市町村社会福祉協議会に相談します。 

  （イ）面談・調査：専門員が自宅等を訪問し、状況を調査します。 

  （ウ）計 画 提 案：専門員が契約内容・支援計画を作成提案します。 

  （エ）契 約：本人と基幹的社会福祉協議会及び茨城県社会福祉協議会で

三者契約を締結します。（基幹的社会福祉協議会一覧は、

資料編 P63～64参照） 

  （オ）サービス開始：生活支援員が支援計画に沿ってサービスを提供します。 

 

※詳しくは、（社福）茨城県社会福祉協議会（茨城県日常生活自立支援センター）に

お問い合わせください。(資料編 P58参照) 

場所 ： 水戸市千波町 1918（セキショウ・ウェルビーイング福祉会館内）  

電話 ： 029-241-1134 
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６ 高齢者虐待の未然防止と再発防止 国 P83～84 

 高齢者虐待を防止していくためには、これまで述べてきた早期発見・対応が大切で

あるとともに、虐待の未然防止や再発防止対策も重要です。 

 

（１） 養護者等介護者への支援 

ア 家族介護教室の開催 

適切な介護方法を学ぶことや認知症について正しく理解することは、介護す

る家族にとって介護負担や精神的負担の大きな軽減に繋がりますので、できる

だけ、介護者家族の身近なところで開催し、参加を呼びかけることが有効です。 

なお、県が設置する「介護実習・普及センター」においても、介護講習会等

を実施しています。（資料編 P55 参照） 

【茨城県介護実習・普及センター】 

   場所：水戸市千波町 1918（セキショウ・ウェルビーイング福祉会館 5 階） 

   T E L：029-241-6939   F A X：029‐241-6799 

 

イ 介護者交流集会、リフレッシュ事業等への参加勧奨 

虐待を防止するためには、家族の介護ストレスを軽減することも大切です。 

交流集会やリフレッシュ事業等に参加してもらい、過去に介護体験のある人や

現在、同じ境遇にある人達と話し合ったり、気分転換を図ることは、介護者に

とって大きな支えや励ましになるとともに、ストレスの解消にも繋がります。 

 

ウ 心のケアの実施 

保健師や地域包括支援センター職員は、定期的に要援護高齢者家庭を訪問し、

介護者の心のケアを実施します。できれば、高齢者がショートステイやデイサ

ービスなどを利用している間に訪問することが効果的です。 

 

エ 相談窓口の紹介 

虐待は、介護の問題のみによって発生する場合は少なく、それ以外の財産や

相続等の家族間の問題、貧困、借金や失業などの生活上の問題、そして精神的

問題などが絡み合って虐待へと発展しやすいことについては、「虐待発生の要

因」で述べたとおりです。 
したがって、虐待を未然に防止するためには、介護の問題やそれ以外の様々

な問題についてもその解決に向けて、相談窓口の紹介をするなどの支援を行い

ます。（資料編 P53～64 参照） 

 

（２） 見守り等の実施 

  高齢者虐待を防止していくためには、要援護高齢者のいる家庭の見守り等を実

施し、問題は生じていないか、介護負担が重くなっていないか、状況の変化はな

いかなどを日常的に確認し、虐待に発展する前に対応することが大切です。 
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  そのためには、地域包括支援ネットワークや地域ケアシステム等を活用して、

保健・医療・福祉関係者や民生委員、自治会、近隣住民等によるケアチームを組

み、要援護高齢者世帯が、地域で孤立しないよう、声かけや見守りを行い、高齢

者本人の心身の状況の変化や介護者が体調を崩したなどの情報が速やかに相談

窓口へ連絡され、迅速かつ適切な支援が行えるようにします。 
  見守りの強化が虐待の早期発見にも繋がります。 

 

（３） 住民啓発の実施 

ア 高齢者虐待についての意識の啓発 

高齢者虐待は、特別な家庭のみで起きるのではなく、認知症の問題や介護疲

れなどにより、どこの家庭でも起き得る問題であると考えられます。 

しかしながら、多くの住民は、高齢者虐待への意識が低く、虐待をしていて

も虐待の認識がない状況にあることが、国等の調査結果でも明らかとなってい

ます。 

したがって、虐待を防止していくためには、まず、広く住民に対して、どの

ような行為が虐待になるのか、なぜ虐待が起こるのか、どのようにすれば虐待

が防げるのかなどの基本的事項を周知し、虐待防止の意識の高揚を図っていく

ことが第一歩となります。 

 

イ 早期相談等の啓発 

高齢者虐待の多くは、過度の介護負担による極度の精神的・身体的疲労の中

で発生していますので、介護保険制度の仕組みなどについて周知徹底するとと

もに、介護が必要になったときは、介護疲れになる前に早期に相談するよう啓

発しておくことが重要です。 

 

（４）認知症に対する対応 

ア 認知症に対する正しい理解 

認知症は、脳に何らかの原因で障害が起き、脳の機能が低下することで「物

忘れ」や「判断力低下」など、日常生活がうまく行えなくなる病気です。 
認知症が病気であると認識せず、適切な支援や医療を受けずに、「認知症によ

る言動の混乱」に介護者が振り回され、介護疲れ等から虐待に至る事例も見ら

れます。 

また、認知症に対する介護者以外の家族・親戚の無理解や地域の偏見が介護

者をさらに追い詰めることとなります。 

高齢者虐待を未然に防止するためには、広く住民に対して、認知症について

の正しい理解を普及することにより、地域全体で認知症高齢者を支える環境づ

くりを進めることが大切です。 
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イ 認知症高齢者と接する際の留意点 

（ア）信用してもらえる関係をつくる 

地域社会とのつながりが弱くなっている状態にある認知症高齢者の人に

は、自分のことに親身になってくれる人だと思われるよう、本人との信頼

関係をつくっていくことが重要です。記憶力や理解力が低下していても、

温かい言葉をかけられたり、自宅を訪問されたりすると、言葉の内容は覚

えていなくても、よい対応を受けたという感情は残るものです。 

本人が、「この人は自分の味方だ。自分をわかってくれる人だ。」と思うよ

うになると、そこで初めて信頼関係が生まれてきます。信頼関係ができてか

ら、現在の状態からどう変えていくのかの対応の段階に進むことができます。 

 

 

（イ）本人に関わる人を特定する 

認知症高齢者は、記憶力の低下のため特定の人しか覚えられない傾向を

もっています。このため、多くの人が入れ替わり立ち替わり関わることで、

本人を混乱させ、状態を悪化させる可能性があります。 

定期的に本人宅を訪問する、本人が安心して一緒にいられる信頼するキ

ーパーソンを通じて、状況を把握したり、生活を観察する体制をつくるこ

とが大切です。 

 

ウ 介護者の気持ちを理解する 

認知症高齢者は、物忘れ、妄想、徘徊、介護拒否などの問題が生じやすいた

め、その介護にかかる精神的、身体的負担の大きさは、計り知れないものがあ

ります。 
家族の誰かが認知症になったとき、誰しもショックを受け、とまどい、否定、

混乱、怒り、拒絶、諦め、割り切り等を繰り返します。その過程を経て、認知

症高齢者の「あるがまま」を受け入れられるようになるためには、介護者の気

持ちの余裕が必要です。 
介護者の余裕は、認知症高齢者本人や家族に対する周囲からの理解や介護サ

ービスの適切な利用などによって得られると考えられます。 
 

認知症高齢者を抱える家族からの相談に応じたり、交流集会等を実施してい

る団体として「社団法人 認知症の人と家族の会」があります。（資料編 P54 参

照） 

 

【公益社団法人認知症の人と家族の会 茨城県支部】 

場所 ：牛久市中央 3-15-1(牛久市保健センター隣) 

   T E L  ：029-828-8089 
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